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1.1989年 教育基本法の制定とその背景
 1989年7月10日,フ ランスにおいて新 しい 「教育基本法」(Loi d'orientation sur l'
馘ucation,教 育大臣の名をとってジ ョスパソ法 とも呼ばれる)が成立 した。この法律案は,
1989年1月17日 に,国 民教育 ・青少年 ・スポーツ大臣のジ ョスパソ(Lionel Jospin)に よ
って閣議提出され,1月17日,2月28日,3月30日 の3回 にわたる円卓会議(55名 で構成)
において,教 職員団体,父 母団体,学 生団体,地 方公共団体,労 働組合,経 営者団体など
との意見聴取 と協議を経て手直 しされた。さらに教育に関する国の重要なすべての審議会
(国民教育高等審議会,高 等教育および研究全国審議会,普 通教育および技術教育審議会
など),全 国大学学長会議,コ ンセイユ ・デタ(法 制局 と最高行政裁判所を兼ねた機関),
経済社会審議会などへの諮問を経て,6月 に国会提出された。議会での審議は,当 初の政
府原案に対 して,極 めて多 くの修正案が提示されたため,か なりの日数を要 している。す
なわち,6月7・8・9日 下院審議,6月27・28・29日 上院審議,再 び7月3日 の下院審
議,7月4日 の上院審議を経て,最 終的に7月4日 に下院において可決成立 したものであ
る。下院(国 民議会)で の最終採決結果は,賛 成280票(う ち社会党271票),反 対266票(う
ち共和国連合132票,フ ラソス民主連合90票),棄 権30票(う ち共産党26票)と い うように,
かなりの僅差であった。論議の中で,当 初の法条文が全31条 から全36条 に増加 しただけで
な く,当 初の政府原案に対 して2倍 以上もの長さの文言の追加 ・修正が加えられた。特に
その中で,17条 の教員養成関係条項 と,23条 の高等教育および全国審議会関係条項は,大
幅な追加修正を受けている。
 この法律の制定の意図は,1988年 の大統領選挙の時点にある。ミッテラソは次期7年 間
の在任期間において,教 育を優先政策課題 として位置づけることを公約 し,他 の支出を削
減 しても教育予算を第1位 にすることを公言 した。そ して長 く社会党第1書 記を勤めた重
要人物 としてのジョスパソを教育大臣に据え,副 総理格としての国務大臣に格上げした。
ジ ョスパソは教育大臣に就任後,か ねてから問題 となっていた教員待遇の再評価(改 善)
に着手 し,か つ教育刷新のための措置をとることを表明 していたが,こ の基本法はその具
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体化である。そのことから基本法は,こ れまで7年 間 と今年7年 間のミッテラソ社会党政
権の教育政策の集大成 としての意味をもっているといえる。
 この法律が 「基本法」とされるのは,初 等教育から高等教育さらには生涯教育 も含めて,
1990年 代そ して21世紀を展望 しての総合的な教育の基本理念 と政策措置を規定 しているこ
とにある。基本法 といっても,そ れはわが国の 「教育基本法」 とは異な り,多 分に教育計
画法的な性質を持つものであり,発 展のための法律 ともいえるものである。またフラソス
では,一 般に,1968年 の高等教育基本法,1975年 の初等中等教育基本法のような,ま とま
りをもった教育法はご く少数であり,ほ とんどは既存制定法に対する個別条項の修正の形
をとってい くことが多い。この 「教育基本法」についても,議 会論議において,個 別修正
法の形をとるべきとの意見が出されたが,ジ ョスパソ教育大臣は一貫 して,教 育に関する
統一 した総合法律の形式の重要性を強調 し,法 案の擁護成立にあた り並々ならぬ決意を示
した。それだけに今回の基本法は,そ の内容面だけでなく形式面を含めて,極 めて注 目す
べき重要な基本法である。
2.教 育基本法の特徴
 この教育基本法は,全36条 からなるものではあるが,異 例なことにr付 属報告書』(rap-
port ann6xe)が 添付されており,そ こにおいては向こう5年 間(1994年 まで)の,教 育
目標 と原則および手続きが示されるもの となっている。さらに個別領域ごとの 目標をかか
げ,基 本法に盛 られた教育改革が,ど こまで達成され,ど こに問題点が生 じているかを検
討するため,年 次ごとに報告書を提 出することを義務づけ,1992年 には国会において中間
総括の検討が行われることとなっている。この教育基本法は,総 則的原則を規定 した第1
条には じまり,第2条 以下第24条 までにおいて,教 育への権利(第2条 ～第3条),学 校
教育の基本構i造(第4条 ～第9条),生 徒 ・学生および父母の権利 と義務(第10条 ～第13
条),教 職員の任務(第14条 ～第16条),教 員養成(第17条),学 校教育機関(第18条 ～第21条),
教育に関する諮問機関(第22条 ～第24条)を 規定 している。さらにこれらの措置により教
育改革の程度が どのように果たされているのかを評価するための規定(第25条 ～第27条)
と,こ の法律の適用範囲などを定める条項(第28条 ～第36条)か ら成っている。
 以下では,こ の教育基本法にもられた内容の特徴を詳 しく分析 し,整 理 してみることに
する。
(1)第1条 の冒頭には,「教育は,国 民の第1の 優先事項である」 と規定されている。教
 育 とい う営みの重大性は言 うまでもないことであるが,フ ランスにおいてこのことがあ
 らためて強調されることには,先 の大統領選挙におけるミッテラソの公約 とあわせて極
 めて重要な意味がある。すなわち,フ ラソスはEC統 合を目前にひかえての経済発展の
 ため,学校教育内容 と新 しいテクノロジー社会 との関係をどのようにつなげてい くのか,
 落第 ・ドロップアウ トの慢性化などによる社会問題 教育経費のムダをどのように改善
 するのか,教 員不足 とその待遇改善をどのように図るのか,な ど極めて深刻な教育問題
 に直面 してきた。 このため80年代に入って,多 くの報告書 ・提言が相次いで出され,一
 部はすでに政策 として実行に移されてきている。 この法の冒頭部分で,教 育の重要性が
 強調されていることは,こ の法律にかける意気込みを示すものであるといえる。
(2)第1条 第2項 は,「教育への権利」を規定 しているが,そ こでは1946年 憲法前文な ど
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 に示されたこれまでの教育権をより発展させている。特に教育への権利が,初 期教育 と
 してのいわゆる学校教育だけでなく,継 続教育への権利を含めてとらえられているが,
 そのことは今後の解釈論を含めて重要な意味を持つことになると思われる。同時に教育
 への権利は,就 学前教育を受ける権利(第2条),最 低共通の教育水準に達する権利(第
 3条),進 路決定に関わる権利(第8条),あ るいは第10条 から第13条 に示される部分を
 含みこむものといえる。
(3)就 学前教育の段階においては,希 望する3歳 児はすべて,保 育学校に入学させるこ
 とが権利 として保障され,さ らに地域によっては2歳 児についても条件整備がなされる
 もの としている(第2条)。 現在すでに3歳 児の就学率は90%を 越 えているが,1975年
 法においては5歳 児とされていたことに比べれば大きな変革である。なお,義 務教育は
 あくまでも6歳 の小学校から,の ままである。
(4) 「教育の大衆化」'を目ざし教育水準の向上のために,2000年 までには,同 一年齢の
 すべての青年が,学 校教育で最低の資格水準V(CAP, BEP)段 階に達するように し,
 バカロレア(中 等教育修了資格 ・大学入学資格)の 水準までは同 じく同一年齢層の80%
 の者が達するようにもってい くことを目標 として設定 している(第3条)。 より上級の
 資格を有することによって,社 会的昇進の道が開かれている独特の資格社会であるフラ
 ソスにとって,何 の資格 も取ることなく学校教育を終える青年が数多 く存在 しているこ
 と(約11%),バ カロレア取得者 も45%程 度にとどまっている現実に対する改革は焦眉
 の課題である。上記の目標設定が,果 たして現実的な,達 成可能なものであるかはいさ
、さか疑問視されるが,付 属報告書においては,今 後5年 間において無資格で学校教育を
 終える青年を半分に減 らすこと,バ カロレアについては65%程 度に到達させることとし
 ている。なお,こ れはあ くまで も水準(niveau)が 問題なので あって,資 格免状
 (dip16me)の 取得自体で計 られるということではない。 このために生徒の学校および
 職業に関する進路指導の手続きの改善を規定 し(第8条),ド ロップアウ ト対策 として
 義務教育期間(満16歳 まで)修 了後 も学習を継続すること,学 校教育機関が継続教育に
 果たす積極的な役割が強調されているほか,学 校教育で不十分な資格 しか取得できなか
 った者に対 して,継 続教育 としてその 目的を達成させようとする 「教育クレジヅト」
 (cr馘it-formation)構 想が提起されている。
(5)上 記のことと関連 して,あ らゆる教育段階において学習のつまずき(馗hec scolaire)
 をな くすことが重要な課題 となる。現在のフラソスでは,毎 年同一年齢人口の約10%程
 度が落第(留 年)し ているという現実がある。これを改善するために保育学校から小学
 校までの9年 間の教育期間を,学 年ごとではな く,3年 ごとの課程(cycle)に 分けて,
 それぞれの教育 目標 と達成 目標を決めていくことを打ち出 した(第4条)。 すなわち2
 歳か ら4歳 まで(保 育学校の最初の3年 間),5歳 から7歳 まで(基 礎学習期cycle
 d'apprentissage;保 育学校年長課程 と小学校の最初の2年 間),8歳 から10歳 まで(深
 化学習期cycle de consolidation;・1・学校の残 り3年 間)に 分け,原 則としてこれらの課
 程の間においては落第をさせないで,子 どもの能力発達をみていこうとする。同時に,
 教育 という事業が,学 習者を中心にして,そ の多様性に留意 し,組 み立てられ,実 施さ
 れること(第1条 第1項,第4条 第5項,第5条)が 強調され,ま た教育の機会均等に
 寄与 してい くことが うたわれている(第1条 第1項)。 前者の ことは,教 育の生徒 ・学
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 生中心主義の原理の確認 ともいえる。また後者については学校等の適正配置の措置(第
 21条)と も関連 している。
(6)教 育課程の基準 としての教授要目(programmes)制 度の大枠には変化がないが,教
 育の目標,教 科の領域 と目標,基 本的事項な どについて審議するために,新 たに 「全国
 教育課程審議会」(conseil national des programmes)が 設置された(第5条,第6条)。
 このため,従 来この任務を有 していた 「普通教育および技術教育審議会」(conseil de l'
 enseignement g駭駻al et technique)は,後 述する新 しい 「中央教育審議会」(Conseil
 sup駻ieur de 1'馘ucation)の 中に吸収された。この点に関わって,す でに1988年12月 に
 カリキュラムの抜本的再検討のための10の 教科領域の教育内容 ・方法検討委員会が設置
 され,1989年 に報告がまとめられている(ブ ルデュー ・グロ報告)。 なお,こ の報告に
 ついては,『世界』,岩 波書店,1990年5月 号の,座 談会(ピ エール ・ブルデュー,堀 尾
 輝久,加 藤晴久)「 いま教育に何を求めるか」,お よび訳 「教育内容の検討のための諸原
 則」を参照。
(7)実 際の職業生活 ・生産活動 さらには学校外の社会教育活動 と学校教育の関連をもた
 せるために,職 業教育の面で従来か ら進め られてきている 「産学提携」 と,企 業 あるい
 は公的団体での実習教育活動を積極的に位置づけたほか(第7条),学 校外教育活動の
 整i備・組織化を強調 している(第1条 第7項)。 また学校教育機関が,生 涯教育に果た
 す積極的な役割を期待 して,継 続教育のために数校の学校がグループを組み(GRET
 A),そ の施設,人 的資源の活用を図ってい くことが規定されている(第19条)。
(8)教 育に関する合意の問題 について,次 にのべる 「教育共同体」概念 とな らんで,生
 徒の学校 ・職業に関する進路決定の問題がある。従来から進路指導は,実 際には数学な
 どの学業成績を中心 として行われているという批判が多 く寄せられてお り,ま た具体的
 な場面では生徒(家 庭)と 学校側 との意見の くい違いも存在 している。1975年教育法(ア
 ビ法)に おいては,進 路の決定は家庭または本人の志望の表明をまって行われるとして
 いたが,本 法においても基本的にその原理については大きな変化はないが,進 路決定の
 手続きについては,法 律のレベルでこれをより詳細に規定 した(第1条 第6項,第8条)。
 ここでは進路についての最終的な決定権は,学 校長にあるとしたが,こ の点については
 異論が生 じる可能性がある。進路指導およびその結果 としての進路決定は,専 門的教職
 員の固有の権限なのか,そ れとも生徒の自主的決定が保障される問題なのかということ
 を含めて,今 後 とも議論 される課題であるといえる。  ノ
(9)教 育 関 係 者 の共 同 行 為 の 概 念 と して,こ れ まで の1975年 教 育 法(ア ビ法)で は,「 学
 校 共 同体 」(communaut駸colaire)と い う用 語 が使 用 さ れ て き た が,こ の法 律 で は 「教
 育 共 同体 」(communaut鳬ducative)と い う新 しい概 念 が導 入 さ れ て い る(な お 高 等 教
 育 機 関 に つ い て は1984年 高 等 教 育 基 本 法 に お い て 「大 学 共 同体 」(communaut騏niver-
 sitaire)と い う概 念 が 使 用)。 従 来 の 学 校 共 同 体 で は,教 員 ・父 母 ・生 徒 だ け を と ら え
 て い た が,こ の 教 育 共 同体 で は,生 徒 の 教 育 に 関 係 して い る す べ て の 人 々 と して,こ れ
 ま で の もの に加 えて 教 員 以 外 の 職 員,地 方 公 共 団体,学 校 外 の教 育 活動 団 体,さ ら に は
 パ ー トナ ー とな る企 業 等 ま で に も拡 大 して い る(第1条 第5項,第11条,第15条)。 学
 校 共 同 体 よ り広 い概 念 と して,教 育 に 関 わ りを持 つ す べ て の 関 係者 を 結 集 させ た 中 で,
 教 育 の 営 み を と らえ よ う とす る もの で あ り,こ の こ とに よ って これ ま で の 学 校 運 営 へ の
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 参加制度 と機構 が,よ り変革 し発展 していくことが予想される。
⑩ 学生,生 徒の 自治は,す でにこれまでも学校あるいは大学の運営への参加の制度化
 により保障されてきているが,本 法により生徒 ・学生の参加権,お よびそれの前提 とな
 る情報 と表現の自由の保障がより明確にされている。すなわちリセ(後 期中等学校)に
 おいては,「生徒代表委員会」が設置されるとしたこと(第10条 第3項),学 生について
 はその学生団体が,代 表権をもつものとして明記 した ということである(第13条)。 前
 者に関 して,こ れまで幾つかの学校において生徒代表委員会が,事 実上設けられていた
 が,本 法はこれをは じめて法制度 として位置づけた。
  他方,父 母について,そ の教育参加制度に大 きな変更はないが,か ねてから課題 とさ
 れていた,参 加する父母代表への教育,委 員として各種機関に出席する場合の不利益 ・
 不都合の改善(経 済的保障と条件整備)を,新 たに設けたことが特徴 としてあげられる
 (第11条 第4項,第5項)。
⑪ 本法により,教 員養成制度は大幅な変革を受けることとなった(第17条)。 これまで,
 保育学校および小学校の教員は県の師範学校において,中 等学校教員は,国 立の高等師
 範学校,大 学の文学 ・理学系学部(ユ ニテ)お よび地方の教員養成センターなどにおい
 て養成されてきた。今後は,大 学に付設される教員養成部(IUFM)に おいて,2年
 間の課程で(2年 間の大学の第1期 課程を修了して,大 学一般教育修了証(DEUG)
 の取得を必要 とするので実質4年 間の教員養成 となる)保 育学校からリセの教員すべて
 が養成されることとなる。同時にIUFMは,教 員の現職教育 と教育研究機関 としての
 機能を果たすこととなった。 これは各大学区(フ ラソス本土26,海 外1)に1つ ずつ設
 置され,1990年9月 より実施されることとなっている。 しかし既存の師範学校,教 員養
 成センターの解体を伴 うため,そ の施設,教 職員の処遇をどのようにするかの課題のほ
 か,IUFMが 大学に付設されるとしながらも,教 員養成の国による一元的統制 という
 性格から,大 学と同一の自治制を完全には享受せず,教 育大臣の監督の下におかれると
 い う問題もある。なお,こ のIUFMに 関する条項は,政 府原案に対 して,議 会におい
 て10倍 以上の文言の追加修正がおこなわれたものである。
⑫ 新たに,学 校ごとでの独自性 と特色を生か して 「学校教育計画」(projet d'騁ablisse-
 ment)を 策定することが規定された(第18条)。 この計画は,学 校全体の教育活動の目
 標 と計画をなすものであ り,先 の教育共同体に関わる関係者の合意(学 校委員会,管 理
 委員会)の 下に作られるものとされる。 目標に対する達成度を含めて,こ れは毎年の評
 価対象となるものであるが,地 方ごとでの学校の特色づ くりのほか,学 校の自治にとっ
 ても重要な意義を持つものといえる。
(13)教 育に関する諮問機関 としての教育審議会に も大幅な改革が加えられた。 これまで
 国(中 央)の レベルの審議会として重要な役割を果たしてきた 「国民教育高等審議会」
 と 「普通教育および技術教育審議会」が一つに統合され 「中央教育審議会」(Conseil
 sup駻ieur de r馘ucation)と なった(第22条)。 新 しい中央教育審議会は,こ れまでの
 二つの審議会の権限を基本的に引き継 ぐことになるが,高 等教育機関の教員および学生
 に対する懲戒処分の不服に関する上訴を受ける権限は,「 高等教育および研究全国審議
 会」に委ね られることとなっている(第23条)。 なお従来 「普通教育および技術教育審
 議会」が有 していた教育課程の基準について審議する役割の大部分は,基 本的に 「全国
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 教育課程審議会」に移 っていくことになることは,(6)で 述べた通 りである。また,大
 学区に置かれている 「国民教育審議会」が,高 等教育に関する一部の事項についても,
 権限を行使することとなった(第24条)。
  この中央教育審議会の委員構成にも幾つかの変化が見られる。本法の施行令である
 1990年6月7日 付政令No.90‐468に よれば,合 計92名 の委員の中で,教 育行政当局の代
 表が大幅に減らされたの と対照的に,父 母団体の代表委員の増加(4名 か ら12名へ)と
 経済団体代表の増加(2名 から6名 へ)が 目につ く(学 生団体代表は2名 か ら3名 へ,
 労働組合代表は5名 から6名 への増加)。 さらに今回はじめて,家 庭団体の代表(1名)
 と学校外教育団体の代表(2名)が 加えられたことが特徴 といえる。
⑭ 本法を含めて,教 育改革の実施がどの程度達成 されているのかを検討 し,公 表する
 ため 「評価」を定期的に行 うことが規定されている(第25条 ～第27条)。 この評価は,
 学校 レベルから,県 ・大学区 ・州そ して全国レベルにまで及ぶものである。さらに,最
 初の全体的総括が,1992年 に予定され,国 会に提出されるもの としている(第36条)。
 改革の実施だけでな く,そ の適用状況の調査 と監視にまで踏みこんでいることにこの法
 の特徴があるが,そ れは通常はみられない法律に添付されたr付 属報告書』(rapport
 ann騙e)の 存在からもそれは指摘できる。
  付属報告書は,法 文の2倍 強の分量にもわたる長さの ものである。これは,法 の政府
 原案 とともに提出されたものであるが,国会において議論 も修正 もな く採択されている。
 報告書である以上,法 的な価値を持つ ものではないが,第35条 に示されるように,1989
 年から1994年 までの向こう5年 間の,国 の教育政策 目標が,そ こに示されるものとなっ
 ている。 したがってこの点か らは,法 の提案理由,目 的理由としての意味をも有 してお
 り,法 の適用実施において,政 府を拘束するものであるととらえられる。なお本稿では,
 法律の翻訳を中心 としたが,次 の研究においてこの付属報告書の内容を分析する予定で
 ある。
⑮ 最後に,こ の法律が,農 業省所管の教育機関,海 外領土,私 立教育機関,在 外のフ
 ランス教育機関へ適用されることが定め られている(第28条 ～第31条)。 公立 ・私立の
 二元的学校体系をもつフラソスにおいて,こ の法律が どのように私立教育機関に適用さ
 れるかは興味のあることであったが,国 と契約関係を結んでいる私学にのみ適用される
 とした。第1条 の総則規定の部分において,こ れまで提起されて きたような,教 育の自
 由,多 元主義,あ るいは学校選択の自由が設け られることがなかったこととあわせて,
 私立教育に対 しての法的規制に対 しては,1985年 の私学 「統合」問題の影響もあってか,
 極めて慎重な態度をとっているように思われる。
  なお本法は,一 方で国際社会の中でのフラソスの在 り方を念頭に置 きつつ,他 方で国
 内の地方文化,地 域性を尊重 してい くことにも留意 している(第1条 第4項)。 これは
 当初の政府案にはなかった ものであるが,下 院において追加修正されている。
 これまでの先行研究 として,こ の1989年 教育基本法の訳出を行ったものとしては,① 古
沢常雄 「(海外教育研究資料プフランスの新 しい 『教育基本法』 について」,『国民教育研
究所集録1』,1990年3月,国 民教育研究所,② 北川邦一 「(解説,翻 訳)フ ランスのr教
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育基本法』」,rフ ラソス教育学会紀要』,第2号,1990年9月,が ある。この うち①は第28
条以下の雑則を除いた訳を,② は全文訳を行っている。本稿における訳は,先 行研究 とし
ての以上の もの と比較 し,細 部にわたる部分で異なっているところが多い。なお,桑 原敏
明 「(外国文献 ・資料紹介)フ ランスの1989年 教育基本法」,r教 育学研究』第57巻 第2号,
日本教育学会,1990年6月 は,法 の全体構成の概要 と解説のほか,総 則の第1条 部分につ
いて訳出している。
 教育基本法に関 して,個 別領域分野における紹介,研 究 としては,以 下のもめがある。
1)小 野田正利 「21世紀への教育課題一1989年 フラソスの重要な2つ の出来事」,『教職課
 程』1990年3月 号,協 同出版。
2)小 野田正利 「フラソス新教育基本法と生涯教育」,『月刊社会教育』1990年12月 号,国
 土社。
3)井 上星児 「ジョスパソ改革一多難な始動」,『教育 と情報』1989年6月 号。
4)井 上星児 「教員養成を大学に一本化」,『教育 と情報』1989年9月 号。
5)明 石和康 「ジョスパン法の狙 う 『高等教育の大衆化』,」『(時事通信)内 外遅育』1990
 年1月5日 。
6)「 世界の教育 ・フラソス」,『日本教育年鑑1990』,1990年3月,ぎ ょうせい。
※なお本研究は,平 成2年 度文部省科学研究費奨励研究(A)「 現代フランスにおける教




Loi d'orientation sur l'馘ucation
(No.89‐486 du 10 juillet 1989)
 以 下 にお い て,1989年 の 教 育 基 本 法 の 全文 訳 を提 示 す る が,幾 つ か の留 意 点 を述 べ て お
く。
(D 条文 の 「見 出 し」(【 】 で表 示)は,内 容 概 略 をつ か む た め,便 宜 上,筆 者 が 付 け
 た もの で あ り,原 文 法 に は 存在 しな い。
(2)②,③,④ … … の 条 文 の項 番 号 は,便 宜 上,筆 者 が つ け た もの で あ る。 フ ラ ソ ス で
 は 項 の 番 号 が な い の が普 通 で あ り,本 法 もそ うで あ るが,法 的 に 項 と して 取 り扱 わ れ る。
(3)訳 出上,必 要 な か ぎ りでの 最 小 限 度 の 注 記 を,※ 印 を付 して 括 弧 内 に記 入 して い る。
(4)法 文 の原 典 は,Journal Officiel de la R駱ublique Fran軋ise,.ois et d馗rets,14juilet
 1989,pp.8860-8869.
【総 則 】
第1条 教 育(1'馘ucation)は,国 民 の 第1の 優 先 事 項(la premi鑽e priorit駭ationale)
 で あ る 。 教 育 の 公 役 務(le service public de 1'馘ucation)は,生 徒 お よ び 学 生 に 応 じて
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 と らえ られ 組 織 され る。 教 育 の 公 役 務 は,機 会 の 平 等 に貢 献 す る もの とす る。
② 教 育 へ の権 利(le droit,a l'馘ucation)は,そ の 人 格 を 発 展 させ,初 期 教 育 お よ び継 続
 教 育(formation initiale et continue)の 水 準 を高 め,社 会 生 活 お よび職 業 生 活 に 参 加 し,
 そ の市 民 と して の 権 利 を行 使 す る こ とを可 能 にす るた め に,一 人 ひ と りに保 障 さ れ る。
③ そ の 社 会 的,文 化 的 ま た は地 理 的 出 身 にか か わ らず,一 般 教 養(culture g駭駻ale)
 お よび 公 的 資 格(qualification reconnue)を 身 につ け る こ とは,す べ て の青 年 に保 障 さ
 れ る。 障 害 を持 つ青 年 の,学 校 教 育 の 統 合(1'int馮ration scolaire)が 促 進 さ れ る もの
 とす る。 看 護 お よ び保 健 機 関 とその 役 務 が この 統 合 の た め に寄 与 す る。
④ 保 育 学 校,小 学 校,コ レー ジ ュ,リ セ お よび高 等 教 育 機 関(1es馗oles, les coll鑒es,
 les lyc馥s et les騁ablissements d'enseignement sup駻ieur)は,知 識 と学 習 の 方 法(con-
 naissances et m騁hodes de travail)を,伝 達 し修 得 さ せ る責 任 を 負 う。 これ ら教 育機 関
 は,男 女 の 平 等 を促 進 す る こ とに貢 献 す る。 これ ら教 育 機 関 は,わ が 国 の,お よび ヨー
 ロ ッパ そ して 国際 的 情 勢 に お け る経 済 的,技 術 的,社 会 的 お よび文 化 的 な進 展 に適 応 し
 た 内 容 と方 法 で,教 育(formation)を 行 う もの とす る。 この 教 育 は,あ らゆ る教 育 段
 階 で,地 方 の 言 語 と文 化 の教 育(un enseignement de langues et cultures r馮ionales)
 を含 む こ とが で きる。 芸 術 教 育 お よび 体 育 ・ス ポ ー ツ 教 育(enseignement artistiques,
 馘ucation physique et sportive)は,す べ て の生 徒 の教 育 に,直 接 に寄 与 す る。 高 等 教
 育 にお いて は,身 体 ・ス ポ ー ッ活 動(activit駸 physiques et sportives)が,学 生 に提 供
 され る。
⑤ そ れ ぞ れ の 保 育 学 校,小 学 校,コ レー ジ ュあ るい は リセ に お い て,教 育 共 同体(la
 communaut鳬ducative)と して,生 徒 お よ び,当 該 学 校 教 育 機 関 に お い て ま た は そ れ
 と関 係 を もっ て生 徒 た ち の教 育(formation)に 寄 与 して い るす べ ての 人 々 が,結 集 す る。
⑥ 生 徒 お よび学 生 は,父 母,教 員,進 路 指 導 職 員 お よび権 限 あ る専 門 家 の援 助 を受 け て,
 自己 の志 望 と自 己 の能 力 に 応 じて(en fonction de leurs aspirations et de leurs
 capacit駸),自 己 の 学 校,大 学 お よ び職 業 に 関 す る進 路 計 画(1eur projet d'orientation
 scolaire, universitaire et professionnelle)を 作 り上 げ る もの とす る。 関 係行 政 機i関,地
 方 公 共 団体,企 業 お よび 団 体 は,こ れ に協 力す る。
⑦ 教 育 の公 役 務 の 延 長 と して の 学 校 外 教 育 活 動(activit駸 p駻iscolaires)は,と りわ け
 て 行 政 機 関,地 方 公 共 団 体,団 体 お よ び財 団 の 協 力 の下 に組 織 さ れ る こ とが で き る。 但
 し,学 校 外 教 育 活 動 は,国(Etat)に よ り定 め られ た 教 育 活 動(activit駸 d'enseigne-
 ment et de formation)に 代 わ る もの で は な い。
⑧ 生 涯 教 育(1'馘ucation permanente)は,教 育 機 関 の 任 務 の 一 部 とな る。 生 涯 教 育 は,
 一 人 ひ と りの 教 育 水 準 を高 め,経 済 お よ び社 会 の変 化 に 適 応 し,修 得 した 知 識 を有 効 な
 もの とす る可 能 性 を提 供 す る こ とに あ る。
第 一 編 学 校 生 活 お よ び 大 学 生 活(la vie scolaire et universitaire)
第 一 章 教 育 へ の 権 利(le droit�1'馘ucation)
【就学前教育を受ける権利】
第2条 すべての子 どもは,そ の家庭が望むならば,三 歳から,そ の住居に最 も近い保育
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 学 校 ま た は幼 児学 級(馗ole maternelle, classe enfantine)に 受 け 入 れ られ な けれ ば な ら
 な い。
② 二 歳 児 の受 け 入 れ は,都 市 部,農 村 部 あ る いは 山間 部 の い ず れ の 地 域 で あ れ,社 会 的
 に 不 利 な環 境 に置 か れ て い る学 校 に お い て,優 先 的 に広 げ られ る もの とす る。
【国 民 共 通 の 教 育 水 準 に達 す る権 利 】
第3条 国 民(la Nation)は,今 後10年 間 に お い て,同 一 年 齢 層 の す べ て の者 が,少 な
 くと も職 業 適 格証(certificat d'aptitude professionnelle, CAP)ま た は職 業 教 育 免 状
 (brevet d'騁udes professionneles, BEP)の 水 準(niveau)に,か つ 同一 年 齢 層 の80%
 の者 が,バ カ ロ レア の 水 準 に到 達 す る こ とを,自 らの 目標 と して定 め る。
② 義 務 教 育 期 間 修 了 時 に お い て,公 認 さ れ た教 育 水 準(niveau de formation reconnu)
 に達 しな か った す べ て の 生 徒 は,そ の 水準 に到 達 す る た め に,学 習 を続 け る こ とが で き
 な け れ ば な らな い。 国(1'Etat)は,そ の権 限 の 行 使 と して,そ れ に よ って 生pる 就 学
 期 間 の 延長 に 必要 な措 置 を整 え る もの とす る。
第 二 章 就 学 の 組 織(1'organisation de la scolarit�)
【就 学 の課 程 区 分 】
第4条 就 学 期 間 は,課 程 ご とに(en cycles)組 織 され る。 こ れ らの課 程 は,年 間 ご と
 の 進 歩 と評 価 基 準 を 含 め た,そ の 教 育 目標 と全 国 的教 育 カ リキ ュラ ム(des objectifs et
 des programmes nationaux de formation)で 定 め られ る。
② 保 育 学 校 か ら小 学 校 の 修 了 ま で の就 学 期 間 は,三 つ の課 程 か らな る。
③ コ レー ジ ュは,二 つ の 課程 に 分 け られ た教 育 を行 う。
④ 普 通 お よび 技 術 教 育 リセ(lyc馥s d'enseignement g駭駻al et technologique)と 職 業
 リセ(lyc馥s professionnels)は,普 通 教 育,技 術 教 育 お よ び職 業 教 育 の修 了 証 書,と
 りわ け バ カロ レア の取 得 に 至 らせ る。
⑤ これ らの 課程 の 期 間 は,政 令 に よ り定 め る。
⑥ 生 徒 の 平 等 と学 業 成就 を 保 障 す る た め に,教 育 は,各 課 程 の期 間 中 お よ び就 学 期 間 を
 通 した 教 育 の 継 続 性(continuit鳬ducative)に よ って,生 徒 の 多 様 性 に適 合 す る(est
 adapt鰲leur diversit�)も の とす る。
【全 国 的 教 育課 程 大 綱 】
第5条 教 育 課 程(1es programmes)は,各 課 程 ご とに,そ の課 程 にお い て 修 得 さ れ る
 べ き基 本 的知 識(les connaissances essentielles),お よ び理 解 さ れ る べ き教 育 方 法(les
 m騁hodes)を 定 め る。 この教 育 課 程 は,全 国的 な 大 綱(1e cadre national)で あ り,そ
 の 枠 内 に お い て 教 員 が,個 々の 生 徒 の学 習 の リズ ム(les rythems d'apPrentissage)を
 考 慮 して,教 育 を編 成 す る。
【全 国 教育 課 程 審議 会 】
第6条 全 国教 育 課 程 審 議 会(conseil national des programmes)は,教 育(enseigne-
 ments)の 全 体 的構 想,達 成 す べ き主 要 な 目標,そ れ らの 目標 に 対 す る教 育 課 程 並 び に
 教 育 領域 の適 合性,お よび学 問 の発 展 に対 しての 教 育 課 程 並 び に教 科 領 域 の 適 応 性 に関
 して,国 民教 育 大 臣 に対 して 答 申 お よび建 議 を行 う(donner des avis et adresser des
 propositions)。 全教 育 課 程 審 議i会は,国 民 教 育 大 臣 に よ り任 命 され る資 格 あ る人 々 に よ
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 り構 成 さ れ る。
② 全 国教 育課 程 審議 会 の 答 申 お よび建 議 は,公 表 され る。
【学 校 外 教 育 機 関 との連 携 】
第7条 就 学 期 間 に は,学 校 教 育機 関 の 発意 とそ の 責 任 の も とに,フ ラン ス 国 内 お よ び国
 外 に お け る企 業,団 体,行 政 機 関 また は 地 方 公 共 団 体 で の 教 育 期 間(des p駻iodes de
 formation dans des entreprises, des associations, des administrations ou des collectivit駸
 territoriales)を 含 め る こ とが で き る。 これ らの 教 育 期 間 は,教 育 を行 う学 校 教 育 機 関
 に よ り組 織 さ れ た教 育 機 能 と して認 め られ る もの とす る。 これ らの 教 育 期 間 は,技 術 教
 育 また は職 業 教 育 の修 了証 書 の取 得 に至 る教 育 に お い て は義 務 で あ る。
② 専 門 家 が継 続 的 に関 与 す る,専 門 的 な芸 術教 育 を 含 む 普通 教 育 の部 門 に お い て は,こ
 れ ら専 門 家 が,教 育 評 価 の活 動(op駻ations d'騅aluation)お よ びバ カ ロ レア試 験 委 員
 会(jurys du baccalaur饌t)に 加 わ る こ とが で き る。
【生 徒 の 進 路 指 導,教 育 ・職 業 に関 す る情 報 を受 け る権 利 と進 路 決 定 】
第8条 進 路 選 択 に関 す る助 言 を受 け る権 利(1e droit au conseil en orientation),お よび
 教 育 と職 業 に関 す る情 報 提 供 を受 け る権 利(1e droit.a l'information sur Ies enseigne-
 ments et les professions)は,教 育 へ の 権 利 の 一 部 で あ る。
② 生 徒 は,学 校 教 育 機 関 お よ び教 育 共 同体 の協 力 に よ り,特 に教 員 お よび進 路 指 導 カウ
 ソ セ ラー(conseillers d'orientation)の 援 助 を受 け て,自 己 の学 校 お よ び職 業 に 関 す る
 進 路 計 画(son projet d'orientation scolaire et professionnelle)を 作 り上 げ る。 学 校 教
 育 機 関 は,就 学 期 間 中 に お い て も卒 業 時 に お い て も,そ れ が実 現 す る よ うに生 徒 を 援 助
 す る。
③ 進 路 の 決 定 は,生 徒 の 継 続 的 な観 察 に よ っ て準 備 さ れ る もの とす る。
④ 進 路 の選 択 は,家 庭 の 責 任 事 項(la r駸ponsabilit馘e la famille)で あ り,ま た は 生 徒
 が成 人 して い る場 合 は 生 徒 の 責 任 事 項(la r駸ponsabilit馘e 1'�1钁e)で あ る。 学 級委 員
 会(conseil de classe)の 提 案 との あ らゆ る不 一 致 は,学 校 長 の決 定 に先 立 っ て 行 わ れ
 る話 合 い(un entretien pr饌lable瀝a d馗ision du chef d'騁ablissement)の 対 象 とな る。
 も し校 長 の 決 定 が,生 徒 あ る い は家 庭 の 要 望 と一 致 しな い と して も,そ れ は正 当 な 根 拠
 あ る もの で あ る。
⑤ 進 路 の 決 定 は,控 訴 手 続 きの 対 象(1'objet d'une proc馘ure d'appel)と な り うる。
【年 間授 業 暦 】'
第9条 学 年 度(1'ann馥 scolaire)は36週 で構 成 さ れ,そ れ は4つ の 授 業 休 暇 期 間
 (p駻iodes de vacance des classes)に よ っ て,5つ の 授 業 期 間(p駻iodes de travail)に
 分 け られ る。 全 国的 な学 校 暦(un calendrier scolaire)が,3年 間 を1期 間 と して,国
 民 教 育 大 臣 に よ り定 め られ る。 こ の学 校 暦 は,政 令 に よ り定 め られ る条 件 内 に お い て,
 地域 的 な 状 況 を考 慮 して適 応 さ れ うる。
第 三 章 権利 お よび 義 務(droits et obligations)
【生徒の義務,自 由と生徒代表委員会】
第10条 生徒の義務は,彼 らが学習をするという任務の成就 ということにある。 これらの
 義務の中には,勤 勉(1'assiduit�)お よび,学 校の運営規則 と集団生活の尊重(le
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 respect des r鑒les de fonctionnement et de la vie collective des騁ablissements)が 含 ま
 れ る。
② コ レー ジ ュお よ び リセ に お い て は,多 元 主 義 と中 立 性 原 理 の 尊 重 に お い て(dans le
 respect du pluralisme et du principe de neutralit�),生 徒 は,情 報 の 自由(la libert馘'in-
 formation)と 表 現 の 自 由(la libert馘'expression)を 享 受 す る。 こ れ らの 自由 の行 使
 は,教 育 活動 を 損 な わ せ る こ とは で きな い。
③ リセ にお い て は,学 校 長 に よ り主宰 さ れ る生 徒 代 表 委 員 会(conseil des d�1馮u駸 des
 �1钁es)が 創 設 され る。 生 徒 代 表 委 員 会 は,学 校 生 活 お よび教 育 活動 に関 す る問 題 につ
 いて,意 見 を 表 明 し,提 案 を 行 う。
【父 母 の 教 育 経 営 参 加 】
第11条 生 徒 の 父 母 は,教 育 共 同 体 の構 成 員 で あ る。
② 学 校 生 活 へ の 父 母 の 参 加 お よび 教 員,そ の他 の職 員 との対 話 は,そ れ ぞ れ の学 校 に お
 いて 保 障 され る。
③ 生 徒 の 父 母 は,そ の 代表 者 を通 して,保 育 学 校 お よび 小 学 校 の 学 校 委 員 会(conseils
 d'馗oles),中 等 学 校 の管 理 委 員 会(conseils d'administration)お よび学 級 委 員会(con-
 seils de classe)に 参 加 す る。
④ 父 母 の 代 表 が,県 段 階,州 段 階,大 学 区段 階 お よび全 国段 階 の 各種 審 議 会 に 出席 す る
 に あ た って の,就 業 先 を休 む 欠 勤 の 許 可 を 得 る こ とが で き,か つ そ の給 与 等 の不 足 分 の
 補 償 を受 け る条 件 につ い て は,コ ン セ イ ユ ・デ タ(※ 法 制 局 と最 高 行政 裁 判 所 を兼 ね た
 機 関)の 政 令(d馗ret en Conseil d'Etat)が これ を定 め る。
⑤ 国は,中 央 教 育 審 議 会(Conseil sup駻ieur de 1'ducation)に 代表 選 出 さ れ る 父母 団体
 に属 す る父 母 代 表 の 養 成(formation)に 対 して,援 助 を 行 う もの とす る。
【高 等 教 育 の 学 生 の 教 育 経 営 参 加 】
第12条 学 生 は,新 入 学 生 の 受 入 れ,高 等 教 育 機 関 で の 生 活 の 活 性 化(animation),就 職
 (insertion professionnelle)に 関 す る援助 活動 に 関与 す る。 学 生 は,そ の代 表 者 を通 し
 て,大 学 ・学 校 厚 生 事 業 全 国 セ ソ ター お よび 州 セ ソ タ ー の管 理 運 営(1a gestion du Cen-
 tre national et des centres r馮ionaux des oeuvres universitaires et scolaires)に 参 加 す る。
【学 生 団 体 】
第13条 学 生 の 集 団 的 お よび個 人 的 な 権利,物 的 利 益 お よ び精 神 的 利 益 の擁 護 を 目的 とす
 る学 生 団 体(associations d'騁udiants)は,代 表 権 を もつ もの と して 見 な さ れ る。 ま た
 この 資 格 に お い て,高 等 教 育 お よび研 究 全 国審 議 会(Conseil national de l'enseigne-
 ment sup駻ieur et de la recherche)ま た は大 学 ・学 校 厚 生 事 業 全 国 セ ソ ター の 管 理 委 員
 会 に,委 員 席 を 有 す る。 学 生 団 体 は,選 出代 表 の養 成 に関 して,援 助 を享 受 す る。 学 生
 団 体 は,学 生 の 物 的,社 会 的 お よび文 化 的生 活 の諸 条 件 に関 す る情 報 を収 集 し研 究 を行
 う学 生 生 活 調 査 所(observatoire de la vie騁udiante)の 運 営 に 関与 す る。
第 二 編 教 職 員(1es personnels)
【教 員 の任 務 】
第14条 教 員(enseigants)は,生 徒 の 学 校 教 育 活 動 全 体 に つ い て,責 任 を 有 す る。 教 員
40 小野田 正 利
 は,教 育 チ ー ム(駲uipes p馘agogiques)を も って 活 動 す る。 この 教 育 チ ー ム は,同 一
 ク ラ ス も し くは 生 徒 集 団 を 担 当 す る教 員,ま た は 同一 の 教 科 分 野 を担 当 す る教 員,お よ
 び特 に 学 校 に おけ る学 校 心 理 カ ウ ン セ ラー(psychologues scolaires)な どの 専 門職 員
 に よ っ て構 成 され る。 教 育 関 係 職 員(personnels d'馘ucation)は,教 育 チ ー ム に 関与
 す る。
② 教 員 は,生 徒 個 人 の 学 習 活 動 を 援 助 し,そ れ を遂 行 す る こ とを保 障 す る。 教 員 は,生
 徒 の評 価 を 行 う。 教 員 は,教 育 関 係 お よび 進 路 指 導 関 係 職 員 との 協 力の 下 に,生 徒 の 進
 路 計 画 の選 択 に つ い て,生 徒 に 対 して 助 言 を行 う。 教 員 は,成 人 の 継 続 教 育 活 動 に 参 加
 す る。
③ 教 員 養 成 は,前 項 の 教 員 の 任 務 全 体 につ いて,こ れ を行 う もの とす る。
【教 員 以 外 の職 員 の 任 務 】
第15条 管 理,技 術,労 務,厚 生,保 健 お よび 事 務 関 係 の 職 員(personnels administ-
 ratifs, techniques, ouvriers, sociaux, de sant馥t de service)は,教 育 共 同体 の構 成 員 で
 あ る。 これ らの 職 員 は,教 育 の 公 役 務 の 任 務 に,直 接 に貢 献 して お り,学 校 教 育 機 関 の
 運 営 お よび 国 民 教 育 の 運 営 を保 証 す る こ とに寄 与 す る。
② これ ら職 員 は,生 徒 の 学 校 へ の 受 け 入 れ と生 活 環 境 の質 の 向上 に寄 与 し,安 全,学 校
 食 堂,保 健 お よび 厚 生 活 動,寄 宿 舎 に お い て は生 徒 の宿 泊 を保 証 す る。
【教 職 員 の採 用 計 画 】
第16条 教 職 員 の 採 用 計 画(plan de recrutement)は,毎 年,国 民 教 育 大 臣 に よ って 公 表
 さ れ る。 この 採 用 計 画 は,5年 間 を展 望 す る もの で あ り,毎 年 改定 さ れ る もの とす る。
【大 学 付 設 教 員 養 成 部 と教 員 養 成 】
第17条 1990年9月1日 よ り,各 大 学 区 ご とに,一 つ の 大 学 付 設 教 員 養 成 部(institut
 universitaire de formation des ma羡res)が 創 設 さ れ る。 大学 に お け る教 職 員 が これ らに
 関 与 し,施 設 設 備 を利 用 す る こ とに よ って,こ れ らの 高 等 教 育機 関 の制 度 的 責 任 を保 障
 す るた め に,こ れ らの大 学 付 設 教 員養 成 部 は,同 一 大 学 区 の 一 つ また は 複 数 の 大 学 に付
 属 す る もの とす る。 コソ セ イ ユ ・デ タの政 令 が 定 め る条 件 と限 定 の 範 囲 内 で,一 定 の大
 学 区 に お い て複 数 の大 学 付設 教 員養 成 部 を設 置 す る こ と,ま た は 大 学 とは 別 の 科 学 的,
 文 化 的 お よび専 門 的性 格 を 有 す る公 的 機 関(公 施 設 法 人)(騁ablissements publics)に,
 この 教 員 養 成 部 が 付 属 す る こ とが 規 定 され る もの とす る。
② 大 学 付 設 教 員 養 成 部 は,高 等 教 育 の 公 施設 法 人(騁ablissements publics d'enseigne-
 ment sup駻ieur)で あ る。 行 政 的 性 格 を 有 す る公 施 設 法 人(騁ablissements publics�
 caract鑽e administratif)と して,大 学 付設 教 員 養 成 部 は,国 民 教 育 大 臣 の 監 督 の 下 に
 置 か れ(plac駸 sous la tutelle du ministre de 1'馘ucation nationale),コ ンセ イ ユ ・デ タ
 の 政 令 に よ り定 め られ た 規 則 に した が っ て 組 織 さ れ る 。 財 政 管 理 は,経 験 的 に(a
 posteriori),実 施 され る。
③ 国 に よ り定 め られ た 基 本 方 針 の 枠 内 で,こ れ らの 大 学 付 設 教 員 養 成 部 は,教 育 職 員 の
 専 門 的 初 期 養 成 教 育(actions de formation professionnelle initiale des personnels
 enseignants)を 行 う。 この 養 成 教 育 に は,教 育 職 員 全 体 に共 通 す る もの と,教 科 ご と
 の,お よび教 育 段 階 ご との 特 別 の もの が 含 まれ る。
④ 大 学 付 設 教 員 養 成 部 は,教 育 職 員 の 継 続 教 育 と,教 育 に 関 す る研 究 に 関与 す る。
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⑤ 大学付設教員養成部は,学 生のために,教 員になるための職業準備教育を組織する。
⑥ 大学付設教員養成部は,校 長(directeur)に より管理される。校長は,当 該教員養
 成部の管理委員会(conseil d'administration)に より作成された校長候補者提案名簿に
 基づき選任され,国 民教育大臣により任命される。大学付設教員養成部は,大 学区総長
 (recteur d'acad駑ie)に より,主 宰される管理委員会により管理される。
⑦ 前項の管理委員会には,コ ソセイユ ・デタの政令により定められた条件の中で,特 に,
 この教員養成部が付属 している教育機関の管理委員会の代表,市 町村 ・県および州の代
 表,教 員養成にあたる教職員の代表,教 員養成の恩恵を受ける立場にある教職員の代表,
 および養成教育を受けている学生の代表を含む。
⑧ 現在の師範学校および教員養成センターの教職員が,新 しく発足する大学付設教員養
 成部の中で,そ の職務を遂行するにあたって選択 しうる条件については,コ ソセイユ ・
 デタの政令がこれを定めるもの とする。
⑨ 本条第1項 に定める日以前において,特 に,師 範学校の財産,権 限および義務の,国
 への帰属の条件については,別 の法律がこれを定めるものとする。
⑩ 各大学区において,大 学付設教員養成部が設置されるまでは,初 等師範学校の施設に
 関する1879年8月9日 付法律,1893年7月25日 付法律により修正された,公 立初等教育
 の経常支出および公立初等教育の教職員の俸給に関する1889年7月19日 付法律の第2
 条,第3条 および第47条,お よび教育に関する公施設法人の認可に関する1945年11月2
 日付命令(ordonnance)No.45-2630が,暫 定的に効力を有するものとする。
第 三 編 学 校 教 育 機 関(les騁ablissements d'enseignement)
【学 校教 育 計 画 の策 定 】
第18条 保 育 学 校,小 学 校,コ レー ジ ュ,普 通 お よび職 業 教 育 リセ,職 業 リセ は,学 校 教
 育 計 画(proj et d'騁ablissement)を 策 定 す る。 学 校 教 育 計 画 は,全 国 的 な教 育 の主 要 目
 標 お よ び教 育 課 程 の 実 施 に あ た って,学 校 ご とで の独 自の もの(modalit駸 particuli鑽es
 de mise en oeuvre des objectifs et des programmes nationaux)を 定 め る。 この学 校 教 育
 計 画 は,評 価 の 対 象 と され る。 学 校 教 育 計 画 は,そ の 目的 を 想 定 した 学 校教 育 活 動 お よ
 び学 校 外 教 育 活動 に つ い て 明 確 にす る もの とす る。
② 教 育 共 同 体 の構 成 員 は,学 校 教 育 計 画 の策 定 に 関与 す る。 学 校 教 育 計 画 は,コ レー ジ
 ュお よび リセ の 管 理委 員 会,ま た は 保 育 学 校 お よび 小学 校 の 学 校委 員 会 に よ って採 択 さ
 れ る。 学校 教 育 計 画 の 教 授 活動 的部 分(partie p馘agogique)に 関 す る こ とにつ い て は,
 教 育 チ ー ム の提 案 に 基 づ き,管 理 委 員 会 ま た は学 校 委 員 会 が 決 定 を す る。
③ 学 校 教 育機 関 は互 い に,特 に,教 育 全 体 の枠 内 に お い て,共 通 の 学校 教 育 計 画 の策 定
 と実 施 の た め に協 力 す る こ とが で き る。
④ 大 学 教 育 機 関(騁ablissements universitaires)は,特 に 中 等 学 校 の 生 徒 の進 路 指 導 と
 教 育 を 容 易 に す る た め に,学 校 教 育機 関 と協 力協 定(accords de coop駻ation)を 結 ぶ
 こ とが で き る。
⑤ 学 校 教 育機 関 お よび大 学 教 育機 関 は,相 互 に そ れ らの経 済 的,文 化 的 お よび社 会 的 環
 境 につ い て,接 触 お よび 交 流 の機 会 を設 け る。
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【継続教育のための学校グループ】
第19条 継続教育の任務を果たすために,公 立の学校教育機関は,政 令により定め られる
 地方ごとの独 自の条件を考慮 して,学 校教育機関のグループ(groupement d'騁ablisse-
 ments,通 称グレタ)を 結成する。 この目的のために,学 校教育機関は,定 められた期
 間の間,公 益 グループ(groupement d'int駻黎 public)を 構成することができる。 これ
 については,フ ランスのテクノロジーの研究 と発展のための基本方針 と計画に関す る
 1982年7月15日 付法律No.82‐610の 第21条 の規定が適用される。但 し,こ の公益グルー
 プの長(directeur)は,国 民教育大臣により任命 される。以上の ようにして設立され
 た公益グループは,公 法 と公会計の規則の適用を受ける。
【高等教育機関の施設管理】
第20条 高等教育の公施設法人は,国 により,大 学建設の施工(ma羡rise d'ouvrage de
 constnlctions universitaires)を 任されることができるものとする。
② 国により高等教育の公施設法人に配分された,あ るいはその自由に使用にあるものと
 してのこれらの建物については,国 民教育大臣または農業大臣の管轄下にある高等教育
 機関は,財 産の処分権 と財産の配分権を除いて,所 有者 としての権利 と義務を行使する。
【教育環境の不平等の是正】
第21条 教育機関の配分にあたっては,大 学区の間の,お よび県の間に認め られる不平等
 を削減する政策は,生 徒および学生の配分条件を改善 しつつ,就 学率の偏差を解消 して
 いくことを目指す。このために,社 会的に不利な環境にある地域および過疎地域の特殊
 な制約を考慮するもの とする。この一環 として,海 外県および海外領土のための諸措置
 がとられるものとする。配分率(encadrement)と 就学率(scolarisation)に 関 して,
 海外県,海 外領土または海外領土公共団体 とフラソス本国の間に存在する不均衡は,解
 消される。
第 四 編 諮 問 機 関(les organismes consultatifs)
【中央 教 育 審 議 会 の 構 成 と権 限 】
第22条 中央 教 育 審 議 会(Conseil sup駻ieur de 1'馘ucation)が,創 設 さ れ る。
② こ の 中央 教 育 審 議 会 は,こ れ まで 国 民 教 育 高 等 審 議 会(Conseil sup駻ieur de 1'馘uca-
 tion nationale)お よび 普 通 教 育 お よび 技 術 教 育 審 議 会(conseil de renseignement
 g駭駻al et technique)に 与 え られ て い た 権 限 を 行 使 す る。 但 し,こ の 法 律 の 第23条 に よ
 り,高 等 教 育 お よび 研 究 全 国 審 議 会(Conseil national de 1'enseignement sup駻ieur et
 de la recherche)に 移 管 さ れ る権 限 は 除 く。
③ 中央 教 育 審 議 会 は,国 民 教 育 大 臣 また は そ の 代 理 人 に よ り主 宰 され,次 に挙 げ る代 表
 に よ り構 成 さ れ る。 教 員 の 代 表,教 員 一 研 究 者(enseignants-chercheurs)の 代 表,そ
 の 他 の職 員 の 代 表,父 母 の 代 表,学 生 の 代 表,地 方 公 共 団 体 の 代 表,学 校 外 教 育 お よび
 家 庭 団 体(associations p駻iscolaires et familiales)の 代 表,教 育 面,経 済 面,社 会面,
 文 化 面 で の 主 要 な 利 益 代 表(grands int駻黎s馘ucatifs,馗onomiques, sociaux et
 culturels)o
④ 教 員 一 研 究 者 の 代 表 は,高 等 教 育 お よ び研 究 全 国審 議 会 に選 出 され た,そ の 同一 の カ
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 テ ゴ リー の 代 表 者 た ち に よ って選 出 さ れ る。
⑤ 教 員(enseignants),お よび そ の 他 の職 員(autres personnels)の 代 表 は,職 種 別 選
 挙(駘ections professionnelles)(※ 人 事 同数委 員 会(CAP)を 指 す)に 候 補 者 を立 て
 て い る各 教 職 員 の,最 も代表 的 な 労 働 組 合 組 織 の 提 案 に基 づ き(sur proposition des
 organisations syndicales plus repr駸entatives du personnel),そ れ らの職 種 別 選 挙 の 結
 果 に 比 例 して(proportionnellement au r駸ultats),国 民 教 育 大 臣 に よ り指 名 され る。
⑥ 父 母(parents d'�1钁es)の 代 表 は,中 等 学 校 の管 理 委 員 会 お よび 保 育 学 校,小 学 校
 の 学 校委 員 会 へ の 父 母 代 表 の 選 挙 結 果 に 比例 して,各 父母 団体 の提 案 に基 づ き,国 民 教
 育 大 臣 に よ り指 名 され る。
⑦ 学 生(騁udiants)の 代表 は,高 等 教 育 お よび 研 究 全 国 審 議 会 へ の 学 生 代 表 の 選 挙 結
 果 に 比 例 して,各 学 生 団 体 の提 案 に 基 づ き,国 民 教 育 大 臣 に よ り指 名 さ れ る。
⑧ 中 央 教 育 審 議 会 には,常 設 部 会(section permanente)と 複 数 の 特 別 専 門 部 会(for-
 mations sp馗ialis馥s)を 含 む。
⑨ 訴 訟 お よび 懲 戒 事 項 に つ い て 決 定 を 下 す 中央 教 育 審 議 会(※ 審 議 会 内部 に お け る懲 戒
 訴 訟 部)は,教 員 代 表 に 属 す る12名 の 審 議 会委 員 に よ り構 成 さ れ る。 この部 会 委 員 は,
 中央 教 育 審 議 会 へ の 教 員 代 表 委 員 に よ り互選 さ れ る。
⑩ 私 立 教 育 機 関(騁ablissements d'enseignement priv�)を 代 表 して,中 央 教 育 審 議 会
 に 出席 す る委 員 は,そ の 任 期 中 に お い て,前 項 に 規 定 す る審 議 会(懲 戒 訴 訟 部)が,こ
 れ ら私 立 教 育 機 関 にか か わ る訴 訟 お よび 懲戒 事 項 を取 り扱 う場 合 は,こ の 審議 会 に対 し
 て 票 決 権(voix d駘iberative)を 持 っ て 出席 す る6名 の 委 員 を互 選 す る。
⑪ 国民 教 育 高 等 審 議 会 と普 通 教 育 お よび 技 術教 育 審 議 会 は,こ の 中央 教 育審 議 会 の設 置
 の 日まで,機 能 す る もの とす る。
【高 等 教 育 お よび 研 究 全 国 審 議 会 の 権 限 】
第23条 高 等 教 育 お よび 研 究 全 国 審 議 会(Conseil national de 1'enseigement sup駻ieur et
 de la recherche)は,研 究 者 一教 員,教 員 お よ び高 等 教 育 ・研 究 機 関 の 利 用 者(uagers)
 (※学 生 な ど)に 関 して,権 限 あ る大学 決 定機 関(instances universitaires comp騁entes)
 に よ って と られ た 懲 戒 処 分 決 定(d馗isions disciplinaires)に 関 して,上 訴 お よ び第 一
 審 と して(en appel et en premier ressort)審 判 を下 す。 この 高 等教 育 お よび研 究 全 国
 審 議 会 は,こ の 点 に つ い て,国 民 教 育 の 懲 戒裁 判機 関 に よ り宣 告 さ れ る教 育 禁 止,免 職
 また は 停 職 の 赦 免(rel钁ement des interdictions, exclusions ou suspensions prononc馥s
 par les juridictions disciplinaires de 1'馘ucation nationale)に 関 す る1908年7月17日 付
 法 律 に よ り定 め られ た 権 限 を 行 使 す る。
② 懲 戒 事 項 につ い て 決 定 を下 す 高 等 教 育 お よび 研 究 全 国 審 議 会 は,教 員 一研 究者 の 代表
 と利 用 者(※ 学 生 な ど)の 代 表 を含 む もの とす る。 教 員 の 懲 戒 に 関 して 決 定 を 下 す場 合
 には,こ の 審 議 会(formation comp騁ente)に は,審 議 会 に 対 して 付 託 さ れ た事 案 当事
 者 の地 位 と同等 ま た は そ れ よ り上 位 の 地 位 に あ る教 員 一 研 究 者 しか 含 ま な い もの とす
 る。 教 員 お よび 利 用 者 に関 して 懲 戒 決 定 を下 す これ らの 審 議 会 の 委 員 の 構 成,指 名 の方
 法,お よび これ らの 審議 会 の 運 営 に つ い て は,コ ソセ イ ユ ・デ タの 政 令 が これ を定 め る。
【大 学 区 国民 教 育 審 議 会 の 高 等 教 育 に関 す る権 限 】
第24条 市 町 村,県,州 お よ び国 の 権 限 の 再 配 分 に 関 す る1983年1月7日 付 法 律Nα83-8
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 を補 足 す る1983年7月22日 付 法 律No.83-663の 第12条 に よ って 各 大 学 区 に 設 置 さ れ る 国
 民 教 育 審 議 会(conseil de l'馘ucation nationale)の 構 成 と権 限 は,国 民 教 育 高 等 審議 会
 に 関 す る1946年5月18日 付 法 律No.46‐1084お よび1964年12月26日 付 法 律No.64-1325を 修
 正 し,訴 訟 お よび 懲 戒 部 を擁iする 国民 教 育 審 議 会 の構 成 と権 限 に 関 す る1985年12月31日
 付 法 律No.85-1469の 第 一 編 の 規 定 を条 件 と して,高 等 教 育 に拡 大 援 用 され る もの とす る。
② これ ら国 民 教 育 審 議 会 の 審 議 に付 さ れ る 問題 が,高 等 教 育 に属 す る事 項 の 場 合 は,大
 学 区 総 長,大 学 区 事 務 総 長(recteur, chancelier des universit駸)が 報 告 者 とな る。
③ イ ー ル ・ ド ・フ ラ ン ス(※ パ リを取 り巻 く都 市 近 郊地 域)に 関 して は,関 係 す る3つ
 の 大 学 区 で,大 学 区 国民 教 育 審 議 会(conseil acad駑ique)は1つ の み 設 置 され る。
④ 本 条 の 適 用 様 式 に つ い て は,コ ン セ イ ユ ・デ タの 政 令 が これ を定 め る。
第 五 編 教 育 制 度 の評 価(1'騅aluation du syst鑪e馘ucatif)
【中央 視 学部 に よ る評 価 報 告 】
第25条 国民 教 育 中央 視学 部(inspection g駭駻ale de 1'馘ucation nationale)お よび 国 民
 教 育 行 政 中央 視学 部(inspection g駭駻ale de 1'administration de 1'馘ucation nationale)
 は,権 限 あ る行 政 事務 との 連 携 の も とに,県,大 学 区,州 お よ び 全 国 の評 価 を 行 う。 こ
 れ らの評 価 は,国 会 の 文 教 関 係 の委 員 会 の 委 員 長 と委 員 会 報 告 者(pr駸idents et rap-
 porteurs des commissions charg馥s des affaires cultureles du Parlement)に 提 出 さ れ る。
② 評 価 は,刷 新 的 な 実 践 を知 らせ る た め に,教 育 的経 験 を考 慮 す る もの とす る。 国 民 教
 育 中央 視 学 部 お よ び国 民 教 育 行 政 中央 視 学 部 は,毎 年 報 告 書 を 作 成 し,公 表 す る もの と
 す る。
③ 国民 教 育 大 臣 は,本 法 の実 施 に 関 す る報 告 書 を,毎 年,中 央 教 育 審 議 会 に提 出す る も
 の とす る。 この 報 告 書 は公 表 さ れ る もの とす る。
【学 校 教 育 計 画 に関 す る評 価 報 告 】
第26条 特 に,学 校 教 育 計 画(projet d'騁ablissement)の 実 施 とそ の 結 果 を報 告 す る,毎
 年 の 教 育 の 地 方 公 施 設 法 人 に つ い て の報 告 書 は,県 にお け る国 の 代 表(repr駸entant de
 l'Etat),大 学 区 当 局(autorit饌cad駑ique),関 係 あ る地 方 公 共 団体(collectivit騁er-
 ritoriale de rattachement)に 提 出 され る もの とす る。
【科 学 的,文 化 的,専 門 的教 育機 関 の評 価 】
第27条 学 問 的,文 化 的 お よび 専 門 的 性 格 を有 す る公 施 設 法 人(※1984年 の高 等 教 育 基 本
 法 に よ る大 学 等 の 高 等 教 育 機 関 の こ と。 教 育,研 究,管 理 運 営,財 政 上 の 自治権 を 有 す
 る法 的 地 位 を示 す 。)の 評 価 に関 す る全 国委 員 会(1e comit駭ational d'騅aluation des
 騁ablissements publics瀋aract鑽e scientifique, culturel et professionnel)は,独 立 した
 行 政 当 局(autorit饌dministrative ind駱endante)と して 構 成 す る。
第 六 編 雑 則(dispositions diverses)
【農業省所管機関への本法の適用】
第28条 公立農業教育の刷新に関する1984年7月9日 付法律No.84‐579に より,お よび同
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 法 を 修正 し,国 と私立 農 業 教 育機 関 の 間 の関 係 の改 革 に関 す る1984年12月31日 付 法 律No.
 84-1285に よっ て 定 め られ る 原則 の尊 重 の も とに,本 法 の 規 定 は,農 業 大 臣 の所 管 に属
 す る教 育,教 育機i関お よび教 職 員(formations,騁ablissements d'enseignements et per-
 sonnels)に 適 用 さ れ る。
【海 外領 土 へ の 本 法 の適 用 】
第29条 中等 教 育 の 第2課 程 の権 限 を,フ ラ ソ ス領 ポ リネ シ ア に委 ね る こ とに関 す る1987
 年7月16日 付 法 律No.87‐556に よ って 修 正 さ れ た フ ラソ ス 領 ポ リネ シ ア の 領土 の 法 的 地
 位 に 関 す る1984年9月6日 付 法 律No.84‐820に よ り領 土 に 与 え られ た 権 限 の 留 保 の 下 で,
 お よび1998年 に ニ ュー ・カ レ ドニ ア へ の 自治 権 付 与 の 準 備 と法 的 地 位 に 関 す る1988年11
 月9日 付 法 律No.88‐1028に よ り領 土 ま た は地 方 に与 え られ た権 限 の留 保 の下 で,本 法 の
 規 定 は,マ イ ヨ ッ ト島 公 共 団 体,お よび 海 外領 土 に適 用 さ れ る。
② 特 に こ れ らの 領 土 お よ び領 土 の 地 方 公 共 団 体 の特 別 の 機 関 に よ り必 要 とさ れ る適 応
 は,関 係 す る権 限 あ る地 方 議 会 へ の諮 問 を経 て,コ ン セ イ ユ ・デ タ の政 令 に よ り決 定 さ
 れ る。
【私 立 教 育 機 関 へ の 本 法 の 適 用 】
第30条 本 法 の 教 育 に 関 す る諸 規定(les dispositions de la pr駸ente loi qui sont relatives�
 1'enseignement)は,国 と私 立 教 育 機 関 の間 の 関 係 に つ い て の1959年12月31日 付 法 律No.
 59-1557と1985年 度 の 財政 法(1984年12月29日 付 法 律Nα84-1208)の 規 定 の 尊 重 の 下 に,
 契 約 下 に あ る私 立 教 育機 関(騁ablissements d'enseignement priv駸 sous contrat)に 適
 用 され る。
【在 外 フ ラン ス 教 育機 関 へ の 本 法 の適 用 】
第31条 外 国 に お け る フ ラソ ス の学 校 教 育 機 関 の特 別 な状 況,お よ び外 国 との 間 に締 結 さ
 れ た協 定 を考 慮 して,本 法 の規 定 が,外 国 に あ る フ ラ ソ スの 学 校 教 育 機 関 に適 用 され る
 条 件 に つ い て は,コ ン セ イ ユ ・デ タの政 令 が こ れ を定 め る。
【中 等 学 校 教 員 等 へ の特 別 手 当 】
第32条 有 資 格 お よび そ れ と同等 の 中等 学 校 教 員(professeurs certifi駸 et assimil駸),体
 育 お よび ス ポ ー ツ の教 員,教 育 主 任 カ ウ ン セ ラ ー(conseillers principaux d'馘ucation)
 とい った 職 団(corps)に 属 す る 国家 公 務 員,お よ び 国民 教 育 大 臣 ま た は農 業 大 臣 の 所
 管 に 属 す る職 業 リセ の教 員職 団 の 第2等 級 に属 す る 国家 公 務 員 の主 た る給 与 に は,そ の
 等 級 で有 して い る等 級 と号 級 に 関 す る給 与 の ほ か に,年 金 控 除 を受 け て の加 算 指 数 ポ イ
 ソ ト15の 特 別 手 当(bonification)を 含 む もの とす る。
② 前項 の利 益 を享 受 す る者 は,そ れ ぞ れ の等 級 に お い て第8号 級 に達 し,か つ1989年9
 月1日 か ら1994年8月31日 ま で の 間 に満50歳 以 上 に な る者 で なけ れ ば な らな い。
③ この 特別 手 当 は,上 記 に該 当 す る教 職 員 が,そ れ以 外 の 職 種 に移 る場 合 に は,も はや
 支給 さ れ な い。 ま た移 っ た職 種 に お い て 当該 教 職 員 の 給 与 支 給 の 分 類 決 定 をす る場 合 に
 も,考 慮 さ れ な い もの とす る。
【コ レー ジ ュ普 通 教 育 担 当教 員 の大 学 区 間異 動 の 特 例 】
第33条 コ レー ジ ュの普 通 教 育 担 当教 員 の職 団 に属 す る 国家 公 務 員 が,大 学 区 を移 動 す る
 場 合 に は,そ れ らの職 団 の特 別 な身 分 規 程 に よ って 定 め られ た 条 件 に お いて,前 も って
 の 離 職 を す る こ とな く,コ レー ジ ュの普 通 教 育 担 当 教 員 の 職 団 に入 る もの とす る。
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【1975年教育法規定の一部廃止】
第34条 教育に関する1975年7月11日 付法律No.75-620の 第2条 第1項 の第2文,第9条,
 第13条 第1項,第16条,お よび第19条 第2項 は,こ れを廃止する。
【向こう5年 間の政策目標 と付属報告】
第35条 1989年 から1994年 までの間の教育のための国の政策 目標は,本 法の付属報告
 (repport annex�)に 示される。
【中間総括】
第36条 本法の実施についての最初の総括は,1992年 に,国 会に提出されるもの とする。
② 本法は,国 の法律 として施行する。
